参考様式第１号
尾道市立地適正化計画作成支援業務に関する共同企業体協定書

（目的）

第１条　当共同企業体は、尾道市立地適正化計画作成支援業務（以下「作成支援業務」という。）を共同連帯して行うこととし、その内容を定めるものとする。
　（名称）

第２条　当共同企業体は、●●●●●共同企業体（以下「企業体」という。）と称する。
　（所在地）

第３条　企業体は、事務所を●●市●●町●●に置く。
　（成立の時期及び解散の時期）

第４条　企業体は、令和●年●月●日に成立し、作成支援業務を行う期間の終了までの間は、解散することができない。
２　作成支援業務の委託業者になることができなかったときは、企業体は、前項の規定にかかわらず、解散するものとする。

　（構成員の所在地及び名称）

第５条　企業体の構成員は、次のとおりとする。
　　　所在地

　　　団体名

　　　代表者氏名

　　　所在地

　　　団体名

　　　代表者氏名

　（代表者の名称）

第６条　企業体は、●●●株式会社を代表者とする。
　（代表者の権限）

第７条　企業体の代表者は、作成支援業務に関し、企業体を代表して、発注者と折衝する権限並びに自己の名義をもって業務委託料（部分払金を含む。）の請求、受領及び企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（運営委員会）
第８条　企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、作成支援業務の履行に当たるものとする。

　（構成員の責任及び出資比率）

第９条　企業体の構成員は、作成支援業務に関し、共同連帯して責任を負うものとし、構成員の業務分担及び出資金並びに出資割合は、別表のとおりとする。

２　前項の規定に基づき別表に掲げた内容については、尾道市及び構成員全員の承認がなければ、変更することはできない。
　（権利義務の制限）

第１０条　本協定に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできない。
　（構成員の脱退に対する措置）

第１１条　企業体の構成員は、尾道市及び構成員全員の承認がなければ、作成支援業務終了日までは脱退することができない。

２　企業体の構成員のうち前項の規定により脱退した者がいる場合において、尾道市の承認があるときは、他の構成員が共同連帯して作成支援業務を行うことができる。
　（構成員の破産又は解散に対する措置）

第１２条　企業体の成立の日から解散の日までの間に、構成員のうちいずれかが破産し、又は解散した場合には、第１１条第２項の規定を準用する。
　（協定書に定めのない事項）

第１３条　協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
上記のとおり協定を締結したので、その証拠として協定書●通を作成し、構成員が記名・押印のうえ、各自所持するものとし、1通を尾道市に提出するものとする。
　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　
代表団体　住　　　所

　　　名　　　称
　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
構成団体　住　　　所

　　　名　　　称
　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
※　共同企業体として申請する場合は，上記各条を参考に共同企業体の協定書を作成し，その写しを提出してください。

